
の枠組みの構築  

仕事と生活の調和を推進し、国民の希望する結婚や出産・子育ての  

実現を支える給付・サービスの考え方  

②すべての子どもの健やか  

な育成を支える   

対個人給付・サービス  

○一時預かりをすべての子ど   

も・子育て家庭に対するサービ   

スとして再構築（一定のサービ   

ス水準の普遍化）  

○子育て世帯の支援ニーズに対  
応した経済的支援の実施  

③すべての子どもの健やか  

な育成の基盤となる  

地域の取細  

○妊婦健診の望ましい受診回数  

の確保のための支援の充実  

○各種地域子育て支援の面的な  

展開（全戸訪問の実施、地域子  
育て支援拠点の整備）  

○安全・安心な子どもの放課後  

の居場所の設置  

○家庭的な環境における養護の  

充実など、適切な養育を受けら  
れる体制の整備  

粛蹄鷲漂 ゝ針満悦澄                    さ寧 ：振：      即照渠堺勝漠箪罵声封：≡棄  璃㌔タく5  

○利用者の視点に立った点検・評価手法を構築  

て応援プラン」、地方公共団体の次世  

て、利用者の視点に立った指標等を盛  

毎年度の予算編成、事業実施に反映  

（PDCAサイクルを確立）  



ミ享美三プ宣㌢三〇天 

＿  

1児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の普及促進）  

1）子育て 支援事業を法律上位置付け（平成21年4月施彿  
○ 以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出・指導監督等に   
かからしめることとする。  
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○ また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。   

※ 上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2（2）の小規模住居型児童養育事業について、第2種社会福祉事業とすることにより、   
必要な社会福祉法の事業開始j旨導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。  

働‘（平成22年4月施行）  
2） ○ 保育に欠ける乳幼児を、家庭的保育者（市町村長が行う研修を修了した保育士その他の省令で定める者であって、これら   
の乳幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業について、法律上位置付け   
るとともに、省令で必要な基準等を設ける。  

○市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置付ける。  

○ 市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育事業を行うことができるものとし、都道府県による指導監督等にか  
からしめることとする。   





3 次世代育成支援対策推進法の「部改正①（地域における取組の促進）  

1）国による参酌標準の提示（公布カ、ら起算して6月以内に施行）  

○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考   
とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

2）地域行動計画の策定等に対する労使の参画（公布から起算して6月以内施桝  

○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよう努め   
るものとする。  3）櫛 成22年4月施行）  
○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めるも  
のとする。  
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F  

「乳児家庭全戸訪問事業ガイドライン」「養育支援訪問事業ガイドライン」について  

ガイドライン策定の理由  

今般、「生後4か月までの全戸訪問事業」は「乳児家庭全戸訪問事業」、 「育児支援家庭訪問事  
業」は「養育支援訪問事業」として、改正された児童福祉法に位置づけられるとともに、市町村  
はその事業の実施に努めることとされた。  

両事業については、全市町村での普及と効果的な実施が求められている。   

事業実施率（平成20年度次世代育成支援対策交付金内示ベース）   

○生後4か月までの全戸訪問事業 71．8％  ○育児支援家庭訪問事業 45．4％   

市町村が事業に取り組むに当たって参考となるような、自治体取組の好事例等を踏まえた、望  

ましい事業の実施方法等を全国の市町村に示すことにより、事業の普及と効果的実施が期待され  

ると考えられるため。  

ガイドラインの位置づけ  

本ガイドラインは、市町村において少なくとも当面取り組むべき内容を定め、事業のあり方を  

明確化したものであり、地域の実情に応じてガイドラインの内容を超えて一層の取組が行われる  

ことが期待される。   



●事業目的   
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 ●対象者と訪問時期   

○原則として生後4か月を迎えるまでの乳児のいるすべての家庭  

●訪問者  
○保嘩師、助産師、看護師の他、保育士、母子保健推進員、愛育班員、児童委員、母親クラブ、子育て経験者  
等から幅広く登用  

●実施内容 ＊市町村の判断により訪問者の専門性に配慮したものとする   

① 育児に関する不安や悩みの傾聴   
② 子育て支援に関する情報提供   
③ 乳児及びその保護者の心身の様子及び養育環境の把握   
④ 支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡調整  

●支援の必要性についての判断等   
○訪問結果に基づき事業担当者・母子保健担当者・児童福祉担当者等が支援の必要性を判断   
○支援の必要な家庭については、養育支援訪問事業や母子保健事業等具体的な支援について検討し  

必要な支援につなげる  

●その他 次の点についても規定   
○研修プログラム例   

○個人情報の保護と守秘義務   

○第二種社会福祉事業の届出等  

○母子保健法に基づく訪問指導との関係  

○委託の場合の留意事項  
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ー  

養育支援訪問事業ガイドライン菓由主な内容  

●事業目的   

○養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居宅を訪問し、養育  

に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する  

●対象者   

○乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施結果や母子保健事業、妊娠・出産・育児期に養  
育支援を特に必要とする家庭に係る保健医療の連携体制に基づく情報提供及び関係機関からの連絡・通告  

等により把握され、養育支援が特に必要であって本事業による支援が必要と認められる家庭  

●中核機関   

○中核機関を設け、支援計画策定・進行管理や当該事業の対象者に対する他の支援との連絡調整を実施  

●訪問支援者   

○専門的相談支援は保健師、助産師、看護師、保育士、児童指導員等、  
育児・家事援助については、子育てOB（経験者）、ヘルパー等  が役割分担し支援  

●支援内容   

○乳児家庭等に対する短期集中支理  
0歳児の保護者等で積極的支援が必要な育児不安にある者や精神的に不安定な状態等で支援が特に必要な状況に陥っている  

者に対して短期・集中的な支援を複数の観点から行う   

○不適切な養育状態にある家庭等に対する中期支援型  
不適切な養育状態や施設の退所等により、定期的な支援や見守りが必要な市町村や児童相談所による在宅支援家庭な  

どに対して中期的な支援を念頭に、関係機関と連携して適切な児童の養育環境の維持・改善及び家庭の養育力の向上を目指  

し指導・助言等支援を行う  

●その他 次の点についても規定   
○訪問支援者の研修プログラム例  ○個人情報の保護及び守秘義務   

○委託の場合の留意事項  ○第二種社会福祉事業の届出等  
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